指定介護療養型医療施設　人員・設備基準確認表
実施日　　　　　　年　　月　　日

　　　施設名　　　　　　　　　　　　　
	項　　目
	確　認
	備　考

	第１　人員に関する基準

1　療養病床を有する病院であるもの

指定介護療養型医療施設(療養病床(医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。)を有する病院であるものに限る。)に置くべき従業員の員数は、次のとおりとなっているか。

(1)医師及び薬剤師

それぞれ医療法に規定する療養病床を有する病院として必要とされる数以上となっているか。

(2)看護職員

看護師又は准看護師(以下「看護職員」という。)は、常勤換算方法で、療養病床に係る病棟における入院患者の数が6又はその端数を増すごとに1以上となっているか。

(3)介護職員

　ア　常勤換算方法で、療養病床に係る病棟における入院患者の数が6又はその端数を増すごとに1以上となっているか。

　イ　介護職員の数を算出するに当たっては、看護師、准看護師を介護職員とみなして差し支えないが、この場合の看護師、准看護師については、人員の算出上、看護職員として数えていないか。

(4)理学療法士及び作業療法士

当該指定介護療養型医療施設の実情に応じた適当数となっているか。
(5)栄養士又は管理栄養士
　 療養病床が100以上の指定介護療養型医療施設にあっては、1以上となっているか。
(6)介護支援専門員

ア　1以上となっているか。

（療養病床に係る病棟（専ら要介護者を入院させる部分に限る。）における入院患者の数が100又はその端数を増すごとに１を標準とする。）

（療養病床を有する病院であり、かつ、老人性認知症疾患療養病棟を有する病院である指定介護療養型医療施設に置くべき介護支援専門員の員数の標準は、療養病床に係る病室における入院患者の数及び老人性認知症疾患療養病棟に係る病室における入院患者の数の合計数が100又はその端数を増すごとに1とする。）

イ　介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者となっているか。

（ただし、入院患者の処遇に支障がない場合は、他の職務に従事することができるものとする。この場合、兼務を行う当該介護支援専門員の配置により、介護支援専門員の配置基準を満たすこととなると同時に、兼務を行う他の職務に係る常勤換算上も、当該介護支援専門員の勤務時間の全体を当該他の職務に係る勤務時間として算入することができるものとする。）

ウ　居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務をしていないか。

（ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員については、この限りでない。）
2　療養病床を有する診療所であるもの

指定介護療養型医療施設(療養病床を有する診療所であるものに限る。)に置くべき従業者の員数は、次のとおりとなっているか。

(1)医師

常勤換算方法で、1以上となっているか。

　

(2)看護職員

療養病床に係る病室に置くべき看護職員は、常勤換算方法で、療養病床に係る病室における入院患者の数が6又はその端数を増すごとに1以上となっているか。

(経過措置)

当分の間、療養病床に係る病室に置くべき看護職員及び介護職員は、常勤換算方法で療養病床に係る病室における入院患者の数が3又はその端数を増すごとに1以上。ただし、そのうちの1については看護職員とするものとする。
(3)介護職員

 ア　療養病床に係る病室に置くべき介護職員は、常勤換算方法で、療養病床に係る病室における入院患者の数が6又はその端数を増すごとに1以上となっているか。
イ　介護職員の数を算出するに当たっては、看護師、准看護師を介護職員とみなして差し支えないが、この場合の看護師、准看護師については、人員の算出上、看護職員として数えていないか

(4)介護支援専門員

1以上となっているか。

3 老人性認知症疾患療養病棟(令第4条に規定する病床により構成される病棟)を有する病院であるもの

指定介護療養型医療施設（老人性認知症疾患療養病棟を有する病院であるものに限る。）に置くべき従業者の員数は、次のとおりとなっているか。

(1)医師及び薬剤師

ア　それぞれ医療法上必要とされる数以上となっているか。

イ　医師のうち1人は、老人性認知症疾患療養病棟において指定介護療養施設サービスを担当する医師となっているか。

(2)看護職員

老人性認知症疾患療養病棟に置くべき看護職員は、常勤換算方法で、老人性認知症疾患療養病棟における入院患者の数が４又はその端数を増すごとに1以上（医療法施行規則第43条の２の規定の適用を受ける病院が有するものにあっては、３又はその端数を増すごとに１以上）となっているか。

(3)介護職員

ア　老人性認知症疾患療養病棟に置くべき介護職員は、常勤換算方法で、老人性認知症疾患療養病棟における入院患者の数が6又はその端数を増すごとに1以上となっているか。
イ　介護職員の教を算出するに当たっては、看護師、准看護師を介護職員とみなして差し支えないが、この場合の看護師、准看護師については、人員の算出上、看護職員として数えていないか。
(経過措置)

当分の問、「6」とあるのは「8」とする。

(4)作業療法士

ア　老人性認知症疾患療養病棟に置くべき作業療法士は、1以上となっているか。
イ　老人性認知症疾患療養病棟ごとに1以上を配置しているか。
ウ　作業療法士は、専らその職務に従事する常勤の者となっているか。

(経過措置)

専ら老人性認知症疾患療養病棟における作業療法に従事する常勤の看護師(老人性認知症疾患の患者の作業療法に従事した経験を有する者に限る。)を置いている指定介護療養型医療施設(老人性認知症疾患療養病棟を有する病院であるものに限る。)については、当分の間、アにおいて「作業療法士」とあるのは「週に1日以上当該老人性認知症疾患療養病棟において指定介護療養施設サービスに従事する作業療法士」とし、ウについては、適用しないものとする。

(5)精神保健福祉士

ア　老人性認知症疾患療養病棟に置くべき精神保健福祉士又はこれに準ずる者は、1以上となっているか。
イ　老人性認知症疾患療養病棟ごとに1以上を配置しているか。
ウ　精神保健福祉士又はこれに準ずる者は、専らその職務に従事する常勤の者となっているか。

(6)栄養士又は管理栄養士
　 老人性認知症疾患療養病棟に係る病床数及び療養病床の数　が100以上の指定介護療養型医療施設にあっては、1以上

(7)介護支援専門員

ア　1以上となっているか。

　　　（老人性認知症疾患療養病棟（専ら要介護者を入院させる部分に限る。）に係る病室における入院患者の数が100又はその端数を増すごとに1を標準とする。）

（療養病床を有する病院であり、かつ、老人性認知症疾患療養病棟を有する病院である指定介護療養型医療施設に置くべき介護支援専門員の員数の標準は、療養病床に係る病室における入院患者の数及び老人性認知症疾患療養病棟に係る病室における入院患者の数の合計数が100又はその端数を増すごとに1とする。）

イ 介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者となっているか。

（ただし、入院患者の処遇に支障がない場合は、他の職務に従事することができるものとする。この場合、兼務を行う当該介護支援専門員の配置により、介護支援専門員の配置基準を満たすこととなると同時に、兼務を行う他の職務に係る常勤換算上も、当該介護支援専門員の勤務時間の全体を当該他の職務に係る勤務時間として算入することができるものとする。）

第２　設備に関する基準

1 療養病床を有する病院であるもの

(1)有すべき施設

食堂及び浴室を有しているか。

(経過措置)

医療法施行規則等の一部を改正する省令(平成5年厚生省令第3号。以下「平成5年医療法施行規則等改正省令」という。)附則第5条に規定する病床転換による療養病床を有する病院であって、医療法施行規則等の一部を改正する省令(平成10年厚生省令第35号。以下「平成10年医療法施行規則等改正省令」という。)附則第8条の規定(平成10年医療法施行規則等改正省令第3条による改正前の平成5年医療法施行規則等改正省令(以下、「改正前の平成5年医療法施行規則等改正省令」という。)附則第6条の規定の適用を受けているものに係る部分に限る。)の適用を受けているものについては、当分の間、食堂及び浴室を有しないことができるものとする。ただし、浴室を設けない場合にあっては、シャワー等の設備を設けるものとする。

(2)構造設備の基準

指定介護療養型医療施設の病室、廊下、機能訓練室、談話室、食堂及び浴室については、次の基準を満たしているか。

①病室

（1）療養病床に係る一の病室の病床数は、4床以下となっているか。

(経過措置)

病床転換による療養病床(平成5年医療法施行規則等改正省令附則第4条に規定する病床転換による療養病床をいう。次の(2)及び次の②廊下において同じ。)であって、平成10年医療法施行規則等改正省令附則第8条の規定(改正前の平成5年医療法施行規則等改正省令附則第2条の規定の適用を受けているものに係る部分に限る。)の適用を受けているものについては、上記(1)の規定は適用しない。

（2） 病室の床面積は、内法による測定で、入院患者1人につき6.4平方メートル以上となっているか。

(経過措置)

病床転換による療養病床であって、平成10年医療法施行規則等改正省令附則第8条の規定(改正前の平成5年医療法施行規則等改正省令附則第3条の規定の適用を受けているものに係る部分に限る。)の適用を受けているものについては、「内法による測定で、入院患者1人につき6.4平方メートル」とあるのは、「入院患者1人につき6.O平方メートル」とする。

②廊下

患者が使用する廊下であって、療養病床に係る病室に隣接する廊下の幅は、内法による測定で、1.8メートル以上となっているか。

ただし、両側に居室がある廊下の幅は、内法による測定で、2.7メートル以上となっているか。

(経過措置)

病床転換による療養病床に係る病室に隣接する廊下については、「1.8メートル」とあるのは「1.2メートル」と、「2.7メートル」とあるのは「1.6メートル」とする。

③機能訓練室

内法による測定で40平方メートル以上の床面積を有し、必要な器械及び器具を備えているか。
(経過措置)

平成5年医療法施行規則等改正省令附則第5条の適用を受ける病院については、「内法による測定で40平方メートル以上の床面積」とあるのは、「機能訓練を行うために十分な広さ」とする。

④談話室

療養病床の入院患者同士や入院患者とその家族が談話を楽しめる広さを有しているか。

⑤食堂

内法による測定で、療養病床に係る病床における入院患者1人につき1平方メートル以上の広さを有しているか。

⑥浴室

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっているか。

(3)　(1)、(2)に規定するもののほか、指定介護療養型医療施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。

2 療養病床を有する診療所であるもの

(1)有すべき施設

食堂及び浴室を有しているか。

(経過措置)

病床転換による診療所療養病床を有する診療所(平成10年医療法施行規則等改正省令附則第2条に規定する診療所療養病床を有する診療所をいう。以下同じ。)については、当分の間、食堂及び浴室を有しないことができるものとする。ただし、浴室を設けない場合にあっては、シャワー等の設備を設けるものとする。

(2)構造設備の基準

指定介護療養型医療施設の病室、廊下、機能訓練室、談話室、食堂及び浴室については、次の基準を満たしているか。

①病室

(1) 療養病床に係る一の病室の病床数は、4床以下となっているか。

(経過措置)

病床転換による診療所療養病床に係る病室にあっては、上記(1)の規定は適用しない。

(2) 病室の床面積は、内法による測定で、入院患者1人につき6.4平方メートル以上となっているか。

(経過措置)

病床転換による診療所療養病床に係る病室にあっては、「内法による測定で、入院患者1人につき6.4平方メートル」とあるのは「入院患者1人につき6.O平方メートル」とする。

②廊下

患者が使用する廊下であって、療養病床に係る病室に隣接する廊下の幅は、内法による測定で、1．8メートル以上となっているか。

ただし、両側に居室がある廊下の幅は、内法による測定で、2.7メートル以上となっているか。

(経過措置)

平成10年医療法施行規則等改正省令附則第4条の適用を受ける廊下については、「1．8メートル」とあるのは「1.2メートル」と、「2.7メートル」とあるのは「1.6メートル」とする。

③機能訓練室

機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えているか。

④談話室

療養病床の入院患者同士や入院患者とその家族が談話を楽しめる広さを有しているか。

⑤食堂

内法による測定で、療養病床に係る病床における患者1人につき1平方メートル以上の広さを有しているか

⑥浴室

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっているか。

(3)　(1)、(2)に規定するもののほか、指定介護療養型医療施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。
3 老人性認知症疾患病棟を有する病院であるもの

(1)有すべき施設

生活機能訓練室、デイルーム、面会室、食堂及び浴室を有しているか。

(2)構造設備の基準

指定介護療養型医療施設の病室、廊下、生活機能回復訓練室、デイルーム、面会室、食堂及び浴室については、次の基準を満たしているか。

①病室

(1)一の病室の病床数は、4床以下となっているか。

(経過措置)

病床を転換して設けられた病室については、「4床」とあるのは「6床」とする。

(2)病室の床面積は、入院患者1人につき6.O平方メートル以上となっているか。

(3) 老人性認知症疾患療養病棟の用に供される部分(事業の管理の事務に供される部分を除く。)の床面積は、入院患者1人につき18平方メートル以上となっているか。
②廊下

患者が使用する廊下であって、老人性認知症疾患療養病棟に係る病室に隣接する廊下の幅は、内法による測定で、1.8メートル以上となっているか。

ただし、両側に居室がある廊下の幅は、内法による測定で、2.1メートル以上となっているか。

(経過措置)

病床転換による老人性認知症疾患療養病棟に係る病室に隣接する廊下については、「1.8」とあるのは「1.2」と、「2.1」とあるのは「1.6」とする。

③生活機能回復訓練室

60平方メートル以上の床面積を有し、専用の器械及び器具を備えているか。

④デイルーム及び面会室

デイルーム及び面会室の面積の合計は、老人性認知症疾患療養病棟に係る病床における入院患者1人につき2平方メートル以上の面積を有しているか。

⑤食堂

老人性認知症疾患療養病棟に係る病床における入院患者1人につき1平方メートル以上の広さを有しているか。

（ただし、上記④のデイルームを食堂として使用できるものとする。）
⑥浴室

入院患者の入浴の介助を考慮してできるだけ広いものとなっているか。

(3)　(1)、(2)に規定するもののほか、指定介護療養型医療施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。

第３　ユニット型指定介護療養型医療施設の設備に関する基準
　ユニット型指定介護療養型医療施設（施設の全部において少
数の病室及び当該病室に近接して設けられる共同生活室（当該
病室の入院患者が交流し、共同で日常生活を営むための場所を
いう。以下同じ。）により一体的に構成される場所（以下「ユ
ニット」という。）ごとに入院患者の日常生活が営まれ、これ
に対する支援が行われる指定介護療養型医療施設をいう。以下
同じ。）の設備については、この基準に定めるところによって
いるか。

１　設備に関する基準

１　療養病床を有する病院であるもの及び療養病床を有する診療所であるもの
(1)有すべき施設

ユニット及び浴室を有しているか。

(2)構造設備の基準

ユニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たしているか。

　①ユニット

1)病室

ア　一の病室の定員は１人となっているか。

　　（ただし、入院患者への指定介護療養施設サービス

　の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができる。）

イ　病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当

　該ユニットに近接して一体的に設けられているか。
ただし、１のユニットの入院患者の定員は、原則としておおむね10人以下とし、15人を超えないものとしているか。

ウ　１の病室の床面積等は、次のいずれかを満たしているか。
(ｱ)13.2平方メートル以上を標準としているか。

　 ただし、アのただし書の場合にあっては、21.3平

　 方メートル以上を標準としているか。

(ｲ)ユニットに属さない病室を改修したものについて

　  は、10.65平方メートル以上としているか。
ただし、アのただし書の場合にあっては、21.3平方メートル以上を標準としているか。（これらの場合には、入院患者同士の視線の遮断の確保を前提にした上で、病室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じていても差し支えない。）

エ　ブザー又はこれに代わる設備を設けているか。

　　2)共同生活室
　　　ア　共同生活室は、いずれかのユニットに属するものと

　　　　し、当該ユニットの入院患者が交流し、共同で日常生

活を営むための場所としてふさわしい形状を有して

いるか。
　　　イ　１の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該

　　　　共同生活室が属するユニットの入院患者の定員を乗

じて得た面積以上を標準としているか。

　　　ウ　必要な設備及び備品を備えているか。

　　　共同生活室は、医療法施行規則第21条第１項第２号に

規定する食堂とみなす。

　　3)洗面設備

　　　ア　病室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数

　　　　設けているか

　　　イ　身体の不自由な者が使用するのに適したものとし

ているか。

　　4)便所

　　　ア　病室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数

　　　　設けているか。

　　　イ　ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身

体の不自由な者が使用するのに適したものとしてい

るか。

　②廊下幅

　　1.8メートル以上としているか。ただし、中廊下の幅は、

　　2.7メートル以上としているか。

　③機能訓練室

　　内法による測法で40平方メートル以上の床面積を有し、
　　必要な器械及び器具を備えているか。
　④浴室
　　身体の不自由な者が入浴するのに適したものとしている

か。
(3)　(2)の②から④の設備は、専ら当該ユニット型指定介護療

養型医療施設のように供するものとなっているか。

（ただし、入院患者に対する指定介護療養施設サービスの

提供に支障がない場合は、この限りではない。）

(4)　(1)から(3)に規定するもののほか、ユニット型指定介護

　　療養型医療施設は、消火設備その他の非常災害に際して

　　必要な設備を設けているか。

2　老人性認知症疾患病棟を有する病院であるもの

(1)有すべき施設

ユニット、生活機能回復訓練室及び浴室を有しているか。

(2)構造設備の基準

ユニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たしているか。

　①ユニット

１の(2)の①に定めるところとなっているか。

　②廊下幅

　１の(2)の②に定めるところとなっているか。

　③生活機能回復訓練室

　　60平方メートル以上の床面積を有し、専用の器械及び器具を備えているか。

　④浴室
　　入院患者の入浴の介助を考慮してできるだけ広いものとしているか。

(3)　(2)の②から④の設備は、専ら当該ユニット型指定介護療

養型医療施設のように供するものとなっているか。

（ただし、入院患者に対する指定介護療養施設サービスの

提供に支障がない場合は、この限りではない。）

(4)　１の(4)に定めるところとなっているか。
第４　一部ユニット型指定介護療養型医療施設の基本方針並びに設備及び運営に関する基準

　一部ユニット型指定介護療養型医療施設（施設の一部におい
てユニットごとに入院患者の日常生活が営まれ、これに対する
支援が行われる指定介護療養型医療施設をいう。以下同じ。）
の設備については、つぎの基準に定めるところによっている
か。

１　設備に関する基準

　　一部ユニット型指定介護療養型医療施設の設備は、ユニッ

　ト部分にあっては第３に、それ以外の部分にあっては第２に
定めるところとなっているか。

　（ただし、浴室、機能訓練室及び生活機能回復訓練室については、ユニット部分の入院患者及びそれ以外の部分の入院患者へのサービスの提供に支障がないときは、それぞれ１の設備をもって、ユニット部分及びそれ以外の部分に共通の設備とすることができる。）
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